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各区の学校選択制の類型について

ａ 自由選択制（自由）

当該区内のすべての学校を選択

ｂ ブロック選択制（ブロック）

区内をいくつかのブロックに分け、

そのブロック内の学校を選択）

ｃ 隣接区域選択制（隣接）

当該通学区域と隣接する学校

を選択

各区の学校選択制の類型学校選択制の主な類型
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在校生の教育環境保障のための学校選択制による受入抑制検討フローチャート

ア)イ)の状況把握方法
ア)現況調査で確認
イ)受入可能人数試算表で確認

ア）現在25学級以上の大規模校である

イ）学校施設の収容等に以下の課題が複数発生してい
る
①将来推計により大規模校になる見込みがある
②教室(普通教室)不足となる見込み
③運動場狭隘(基準の半分以下)
④施設の増改築ができない

イ）学校施設の収容等に以下の課題が１つ以上発生している

①将来推計により過大規模校になる見込みがある、または既に
過大規模校である
②教室(普通教室)不足となる見込み
③運動場狭隘(基準の半分以下)
④施設の増改築ができない

ウ)学校運営に①かつ②の影響や課題が発生している

①特別教室をすでに転用している、または、転用しなければならないなど学
習環境に影響がある
②学校実情に応じた、学校運営上の課題がある

ウ)学校運営に以下の影響や課題が発生している

①特別教室をすでに転用している、または、転用しなければな
らないなど学習環境に影響がある
②学校実情に応じた、学校運営上の課題がある

はい
いいえ

はい
いいえ はい

受入抑制の具体的検討を
始めることができる

はい はい いいえ

引き続き状況把握に努めてください

いいえ

引
き
続
き
状
況
把
握
に
努
め
て
く
だ
さ
い

いいえ

引き続き状況把握に努めてください 受入抑制の具体的検討を
始めることができる
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受入抑制検討フローチャートの具体的な内容

イ）の具体的な内容
①-1将来推計により過大規模校になる見込みがある、または既に過大規模校である。

施設整備課が作成する将来推計において、１学級増とすることで、３年後までに31学級以上の過大規模校
になる見込みの学校である。 または、既に過大規模校である。

①-2将来推計により大規模校になる見込みがある。
施設整備課が作成する将来推計において、１学級増とすることで、３年後までに25学級以上の大規模校
になる見込みの学校である。

②教室(普通教室)不足となる見込み。
学校選択制を実施することにより１学級増が必要となる場合に、普通教室が不足することとなる。
または、将来推計から、３年後までに教室不足となることが見込まれている。

③運動場狭隘（基準の半分以下）
運動場面積が国の学校設置基準の半分以下の学校で運動場が狭隘である。
運動場面積：学校設置基準
小学校：目安は概ね児童一人当たり10㎡ 中学校：目安は概ね1200㎡＋生徒一人当たり10㎡

④施設の増改築ができない。
 学校施設に空きがなく、普通教室の増改築ができない。または、近隣に活用できる場所がなく、学校の
増改築ができない。
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受入抑制検討フローチャートの具体的な内容

ウ）の具体的な内容

①特別教室をすでに転用している、または、転用しなければならないなど学習環境に影響がある

本来学習に必要な理科室、音楽室、美術室、調理室、図工室などの特別教室を、普通教室にすでに転用

している。

または、施設整備課が作成する将来推計において、児童生徒が増加し、転用しなければ受入が 出来ない

状況にあり、在籍児童生徒の学習環境に影響がある。

②学校実情等に応じた、学校運営上の課題がある

（課題の例）

・年度途中の転入等により、各学年において学級変更の検討をする必要が生じている。

・運動場が狭隘なため休憩時間の使用を学年で分けているなど、教育活動に支障が生じている。

など

※①、②について、区単独で判断が困難なことから、学校長からの意見書等を求めることとする。
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